市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：市に百害あって一利なし、リニアに毅然と
（問）リニア工事により大井川の水量が減る事は確実だ。飲料水や酒蔵など豊富な地下水に依存している本市に甚大な影響が出る。大井川の水量が減ればダムの発電も低下し浜岡再稼働の口実にもなるなど、他にも影響は大きい。工事中止を求めるべき。
（答）大井川の水は生活の生命線。県と協議の場である水資源専門部会でのJRの説明は、科学的根拠に乏しく着工ありきで到底納得できない。説明がないがままの工事着手は認められない。
（問）重金属を含めた建設残土が処理できず行き詰まっている。この点でも建設は認めるべきではない。
（答）JRは科学的見地に基づく説明をする必要があるが、現在のところされていないと考える。
（問）JRは本市を含めた流域自治体と交渉する姿勢を示している。協議を拒んでいるのは抗議の意思か。
（答）本市の状況をJR東海の社長に教えたいが、今のJRの姿勢では各自治体に話をした、となりかねず8市2町行動を共にする理由で拒否している。JRは市民生活をどう守るのかわかりやすい説明を市民にするべく国県を通じ強く求めていく。
標題２：介護保険改悪から市民を守る藤枝市に
（問）17年介護保険法改定で、自治体作成の現在の7次プランに「持続性の確保」が位置づけられている。保険財政ではなく、利用者や介護事業者への「持続性の確保」を次期8次プランに具体的に示すべき。（答）利用者、事業者、保険者の持続性が確保されるよう具体的施策を検討し計画に位置付ける。
（問）安倍政権は高齢者福祉を謳い消費税増税しながら介護利用料1割負担を2割負担にする法案を来年通常国会に提出する。経済的負担増を理由とした介護の利用抑制にならぬようすべきでは。
（答）本市のCPU「適正化システム」で必要な介護が足りていないかチェックし、介護扶助制度などと連携し介護サービスの確保を最優先にする。
（問）介護保険料滞納ペナルティは保険給付の取り上げで命に係わる過酷な内容だ。本市の滞納者のほとんどは低所得者であり保険料軽減の検討をすべき。
（答）8次プランで低所得者に配慮した保険料体系を検討していく。
